
【対象、対象数・量及び増減傾向】

【意図】（対象をどのようにしたいのか）

【手段】（事業の概要）

【目標値】（理想・計画上の目標の説明及び算出式）

年度 年度 年度

①

②

【達成状況】（目標達成に向けた取り組み、課題等）

年度 年度 年度

①

②

【増減傾向】 昨今の社会・経済状況や収入基準変更のため、本事業の対象となりうる世帯総数は、やや減少している
ものと推定される。

【事業内容】
　
　学習塾・通信講座等の受講費用および大学受験等の受験料を無利子で貸付する。
　①学習塾等受講料　：中学３年生・高校３年生とそれに準ずる者200,000円以内
　②大学受験等受験料：中学３年生27,400円以内（１校23,000円まで）
　　　　　　　　　　　高校３年生等80,000円以内
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社協の判断で廃止可能か

最終目標・年度

◎広報紙・ホームページでの周知の他、地区センター、図書館等の区内施設の他、学習塾へポスターとリーフレットを送
付する。

①相談者数（新規相談者と再来相談者の合計）【理想】全対象者数が不明のため、空欄とする。
②貸付件数　　　　　　　      　　　　　　【計画】当該年度予算想定値による。

【対　象】  中学３年生、高校３年生にあたる者を現に養育していて、所得が一定水準以下の方
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福祉サービス課

№
平成28年度事務事業評価票

事務事業名 担当部署受験生チャレンジ支援貸付
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　学習塾等の受講費用および高校・大学等の受験費用を捻出しにくい低所得者に、この資金を貸付けることにより、低所
得世帯の子どもたちの学習および進学機会の格差を減らすとともに、学習意欲をサポートする。

委託していない

【対象数】  約1,160人　（平成28年度　〔中学3年生[3,783人]+高校3年生[3,964人]〕×15％＝約1,160人）

23 年度

受験生チャレンジ支援貸付事業実施要綱（東京都）
受験生チャレンジ支援貸付事業償還免除要領(東京都)

年度区事業開始年度

社協事業開始年度 平成

計画体系

根拠法令・条例
及び要綱

業務委託の状況

目標

無
福祉NPO等との
協働の可能性 事業種別

【相談時間】
  月曜～金曜  午前８時３０分～午後５時
【周知方法】
  広報かつしか、社協だより、ホームページへの掲載、地区センター、図書館等の区内施設、塾への案内送付

理想 計画

－

250

結果

282,055

　高校、大学、専門学校等に入学した場合は、申請により全額償還免除となる。
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【投入量】
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【事務事業を取り巻く環境の変化と課題】
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●平成23年度から、受験生のいる家庭向けに、受験生チャレンジ支援貸付事業として実施している。
●事業開始から5年が経過し、区民や学習塾等への事業内容の周知も進んでいる。このため、相談・貸付は毎年増加してき
た。平成27年度については、ほぼ前年度並みの申請件数となった。
●母子家庭からの相談・申請比率は約55％と高い(H27)。また、口コミでの来所も多い。
●平成28年度から、収入基準が改正され、世帯主一人の収入から、両親の合計収入となったため、対象者がやや減少する
ことが予想される。
●区内各中学校へのポスター掲示依頼や「かつしか進路フェア」において社協ブースを設置し相談に応じるなど、学校関
係への周知を徹底した。
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１ 社協が事業主体となって実施するのが適切か。

【判断理由】

２ 地域福祉の向上に貢献しているか。

【判断理由】

３ より効果を上げる余地があるか。

【判断理由】

４ コストを下げる余地があるか。

【判断理由】

【判断理由】

改善総合評価

はい

大いにある

はい

受験生チャレンジ支援貸付

いいえ

　低所得者世帯の受験生に対する学習塾や通信講座等の受講費用や高校・大学受験料を無利子で貸し付けることは、児童
生徒の勉学意欲を促進するだけではなく、地域の次世代の担い手を育成することであり、地域福祉の推進を目的とする社
会福祉協議会が主体となって実施することは適切である。

  事業費の大部分は、非常勤職員2人分とパート職員の人件費となっている。また、現行の職員体制は最低限必要であ
り。これ以上コスト軽減をする余地はほとんどない。

　事業の周知を行い、新規相談者数、申請件数の増を図ることにより、より効果を上げる余地はある。

　本事業は高校受験や大学受験において、低所得のため塾などを利用できないことによる子どもの学力格差の発生の防止
に寄与している。また、受験料の貸付により受験の機会を広げることができる。学力を向上させて、より上位の上級学校
へ進学することで、将来の安定的収入確保が期待できる。このことにより低所得世帯の子供が、将来、経済的に安定した
生活ができる可能性を高くすることになり、地域福祉の向上に大いに貢献している。

  社会経済状況の持ち直しにより、本事業の対象となる世帯は減少していると考えられる。また、収入基準の改正により
貸付件数の減が予想される。しかし、本事業の対象となる可能性のある世帯に対し、社協だよりやホームページのほか、
学校関係への周知(区内各中学校へのポスター掲示依頼や「かつしか進路フェア」における社協ブースの設置)、ポスター
を工夫するなど、きめ細やかな案内をおこなう。
　こうして、本事業の貸付等のサービスを必要とする世帯に情報が行き届くようにして、低所得世帯の子どもたちの学力
向上意欲や保護者を支援していく。

事務事業名
【事務事業の評価】事務局評価



【取組みの方向性】

【具体的取組内容】

　一昨年から実施している、区内各中学校へのポスター掲示依頼や、「かつしか進路フェア」における社協ブースの設置
など、更なる事業のＰＲ活動を行い、事業の認知度を一層高めていく。

● 今後の取組み
事務事業名 受験生チャレンジ支援貸付

改善実施年度 29 年度


